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子会社株式の譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、平成１８年３月２９日開催の取締役会において、当社の連結子会社である成幸工

業株式会社（以下、成幸工業）の株式を、株式会社塩見ホールディングス（以下、塩見ホー

ルディングス）へ譲渡することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の譲渡の理由 

 成幸工業は、昭和４６年の設立以来、ＳＭＷ工法による地中連続壁の工事専門会社として

土木建築工事業を営んでまいりましたが、近年、価格競争の激化など事業を取り巻く環境は

厳しさを増しております。 

 京阪グループでは、平成１７年４月に策定した次期経営計画（平成１８年度～２０年度）

「Ｊｕｍｐ２１」に基づき、成長分野への集中投資による拡大発展などを基本方針に据え、

「経営の品格を向上させ、早期に成長ステージに立つ」ことに注力しております。 

 この基本方針に則り、京阪グループ全体の企業価値最大化の観点から、当社グループにお

ける成幸工業の今後の戦略的位置付け等について検討を進めて参りましたが、今般、建設設

計業務を中心に建設総合コンサルタントサービスの提供を目指している塩見ホールディン

グスから、成幸工業の株式譲受についての申し出を受けました。 

 この申し出を慎重に検討した結果、現時点において成幸工業の株式を譲渡することが京阪

グループにとって最善の判断であり、また、塩見ホールディングスにとっても、成幸工業の

株式取得はグループ各社事業とのシナジー（相乗効果）が大いに期待できるものであること

から、株式譲受の申し出に応じることとしたものであります。 

 

２．異動する子会社の概要（平成１８年１月３１日現在） 

(１) 商 号 成幸工業株式会社 

(２) 代 表 者 代表取締役社長 松村 修一 

(３) 本店所在地 大阪市中央区大手前１丁目７番２４号 

(４) 主な事業内容 土木建築工事業 

(５) 設立年月日 昭和４６年８月２３日 



(６) 決 算 期 １月 

(７) 従 業 員 数 １３１名 

(８) 主な事業所 大阪、東京、名古屋、福岡、沖縄 

(９) 資 本 金 ４億２７７万円 

(10) 発行済株式総数 ６５０，５４０株 

(11) 株 主 京阪電気鉄道株式会社 ６４９，５４０株（99.85％） 

（所有割合） 住金物産株式会社 ４００株（ 0.06％） 

 日鐵商事株式会社 ４００株（ 0.06％） 

 株式会社渡辺藤吉本店 ２００株（ 0.03％） 

(12) 最近事業年度における業績                 （単位：百万円） 

 
平成 16年 1月期 平成 17年 1月期 

平成 18年 1月期 
（予 想） 

売 上 高 ７，０７１ ７，２８５ １０，００１ 

営業利益 １９７ ６９７ １，０９４ 

経常利益 ２０５ ６７３ １，０６２ 

当期純利益 ２１４ ４７１ ２９５ 

総 資 産 ６，０８７ ７，８３８ ６，０９５ 

純 資 産 ８１８ １，２９１ １，５９９ 

 

３．株式の譲渡先（平成１７年９月３０日現在） 

(１) 商 号 株式会社塩見ホールディングス 

(２) 代 表 者 代表取締役社長 塩見 信孝 

(３) 本店所在地 広島市東区上大須賀町１０番１６号 

(４) 主な事業内容 建設総合コンサルタント業等 

(５) 設立年月日 平成１６年９月２８日 

(６) 決 算 期 ３月 

(７) 従 業 員 数 個別１３名、連結９８０名（平成１８年２月２８日現在） 

(８) 資 本 金 ８億８，２７５万円（平成１８年２月２８日現在） 

(９) 発行済株式総数 １６，８７６，７０１株 （平成１８年２月２８日現在） 

(10) 主 要 株 主 塩見信孝、自社従業員持株会、藤原正友、平元義明 

 

４．譲渡株式数および譲渡前後の所有株式等の状況 

譲渡前の所有株式数 ６４９，５４０株（所有割合 99.85％） 

譲 渡 株 式 数 ６４９，５４０株（所有割合 99.85％） 

譲渡後の所有株式数 ０株 

 

５．株式譲渡の日程 

平成１８年３月２９日 当社取締役会決議、株式譲渡契約締結 

平成１８年４月 ６ 日（予定） 株式譲渡 

 



６．今後の見通し 

今回の株式譲渡に伴う平成１８年３月期の業績予想（単体・連結）への影響は軽微であ

ります。 

 

以 上 

 


